
平成２６年度税制改正に関する要望

１．固定資産税の安定的確保 

固定資産税は、収入の普遍性・安定性に富む、町村財政における基幹税目で

あることから、税収が安定的に確保できるようにすること。 

特に、土地・家屋と一体となって生産活動に使われている償却資産に係る固

定資産税については、町村の重要な財源であり、国の経済対策等の手段として

見直されることとなれば、町村の財政に多大な支障を生じることから、現行制

度を堅持すること。 

２．自動車取得税等の見直しに係る代替財源の確保等 

自動車取得税は、税収の約７割が市町村に交付され、極めて貴重な財源とな

っていることを踏まえ、同税の引き下げ及び廃止にあたっては、自動車税及び

軽自動車税において環境性能等に応じた課税を強化するなどにより、市町村の

安定的な代替の税財源を確保し、減収が生じないようにすること。 

また、軽自動車税については、軽自動車の大型化・高性能化及び自動車税と

の負担の均衡等を考慮した税率の見直しを行うこと。 

さらに、自動車重量税は、その約４割が市町村に譲与されていることを踏ま

え、自動車重量譲与税収の減少につながる見直しは行わないこと。 

３．ゴルフ場利用税の堅持 

ゴルフ場利用税（交付金）は、アクセス道路の整備・維持管理、廃棄物処理、

防災対策、環境対策など、所在町村特有の行政需要に対応するとともに、地域

振興をはかる上でも貴重な財源となっていることから、現行制度を堅持するこ

と。 




